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コスト上昇に対する価格転嫁の実現状況

・価格転嫁をした 72.8％
・コスト上昇の5割以上の転嫁をした 34.3％

中小企業の価格転嫁状況が進み、大企業とほぼ同水準と
なった。小規模企業の価格転嫁も進んでいるものの、
大企業・中小企業と比較すると大きな差がある

■ 価格転嫁は進んできているものの、小規模企業では依然として大きな壁あり

（出典）愛知県内22会議所合同調査結果から抜粋・加工
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労務費の価格転嫁の実現状況

▼【全体】各コスト上昇分に対する価格転嫁の実現状況(n=811)

■労務費転嫁は他コストと比較しても転嫁が難しい

（出典）第55回定期景況調査結果から抜粋・加工

▼労務費転嫁率「2割未満」と回答した企業の声

・原材料費はエビデンスを示せるので比較的転嫁がしやすい。エネルギー価格は単価計算が難しく交渉に時間がかかるものの、

最低限の転嫁は受け入れられる。一方、労務費は”自社努力”を求められることが多く、競合他社が価格転嫁していない状況では

自社だけ値上げに踏み切ることが難しい (中小／卸売業)
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労務費転嫁を進めるための前向きな示唆

■転嫁が進む企業ほど「根拠を示す準備」ができている

（出典）第55回定期景況調査結果から抜粋
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価格転嫁ヒアリング調査（BtoC)




